
東京都市計画地区計画　神田錦町南部地区地区計画　総括図〔千代田区決定〕

地区計画区域



東京都市計画地区計画の変更（千代田区決定） （案） 

都市計画神田錦町南部地区地区計画を次のように変更する。               

名称 神田錦町南部地区地区計画 

位置※ 千代田区神田錦町一丁目、神田錦町二丁目及び神田錦町三丁目各地内 

面積※ 約 12.8ｈａ 

地区計画の目標 神田錦町南部地区は、千代田区の中央に位置する皇居や業務機能の集積する大手町の北側に位置し、飲食系中心の商業地として

賑わい、下町らしさの残る東部地域や、業務や文教施設が集積し歴史的建造物等多くの地域資源を有する西部地域など特色ある街

並みを形成している。一方で本地区は、狭小敷地での集合住宅への建替えによる単身世帯の大幅な増加、企業の移転によるまちの

活力低下、細街路で区分された街区における建物の老朽化の進行、駐車場整備による賑わいの連続性の喪失などまちづくりの課題

を抱えている。 

「千代田区都市計画マスタープラン（令和３年５月）」では、中高層の複合市街地として、住宅と商業・業務施設や教育施設と

が調和し、落ち着きある環境の中でも、活発な交流とコミュニティを育むまちをつくることが示されている。 

「神田警察通り沿道賑わいガイドライン（平成 25 年３月）」では、「文化・交流ゾーン」に位置付けられ、神田警察通りと広場

とが一体となった開放的な沿道空間の形成、道路・公開空地・沿道建物が一体となった祝祭空間の形成及び周辺環境やまちの価値

向上に寄与する機能の導入が示されている。 

「神田警察通り周辺まちづくり方針（令和６年１月）」では、多様な価値創造・連携拠点に位置付けられ、多様な機能からなる

複合・交流拠点の形成や都市活動の場となる広場の創出、拠点と拠点をつなぐ歩行者動線と沿道環境の整備、ライフスタイルにあ

わせた多様な住宅の整備が示されている。 

「神田錦町南部地区まちづくりガイドライン（令和７年９月）」では、まちづくりアクションとして、神田錦町の核となる拠点

の形成、地域の中心となる大規模広場の創出、まちをつなぎ回遊性を高めるウォーカブルなまちづくり及び環境への配慮や防災性

の高いまちづくりが示されている。それに加えて、公共施設の整備、個別更新（リノベーションを含む。）、拠点整備など、個別エ

リアで完結することなく、官民連携のまちづくりを推進し、子育て世帯、高齢者、単身者、若年層など多様な人々が快適に暮らし、

交流し、地域に根ざして生活できる持続可能な環境の形成を図ることが示されている。 

このような地区の特性及び課題並びに上位計画での位置付けを踏まえ、本地区では次に掲げる事項を地区計画の目標とするとと

もに、街区再編や大街区化により神田錦町の核となる拠点を形成する地区では、拠点と周辺市街地が連携したウォーカブルなまち

づくり、活力・賑わいを創出する都市機能の導入、日本橋川の水辺環境を向上させる都市基盤の整備、環境負荷の低減及び防災対

応力の強化を図る。 

１ 多様な人々が働き・訪れ・滞在する、地域環境と調和した地域活力のあるまち 

２ 人々の憩いや賑わい、防災活動、地域コミュニティ等の様々な活動ができる大規模広場のあるまち 

３ まちの特徴である交流・学び・祭礼等の地域文化を継承し発信していく機能のあるまち 

４ コミュニティが活性化する仕組みや暮らしやすい居住機能、生活利便機能のあるまち 

５ 周辺に足をのばしてみたくなるような、歩いて楽しい歩行者空間や低層部に賑わいがあるまち 

６ 防災機能を備え安全安心で環境にやさしく自然を身近に感じられるまち 



区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
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土地利用の方針 

 

本地区を四つの地区に区分し、地区特性に応じた土地利用の方針を定める。 

１ Ａ地区 

幹線道路沿道として、建替えや既存建物の有効活用等による賑わい機能の誘導を図るとともに、住宅を誘導する地区における

居住環境に配慮した、高層の商業・業務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

２ Ｂ地区 

幹線道路沿道として、建替えや既存建物の有効活用等による賑わい機能の誘導を図るとともに、住宅を誘導する地区における

居住環境に配慮した、中・高層の商業・業務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

３ Ｃ地区 

幹線道路沿道の内側の地区として、居住機能の確保・回復に向けた住宅の誘導、建替えや既存建物の有効活用等による賑わい

機能の誘導を図ることにより、住宅と商業・業務施設が共存・調和した中高層の複合市街地の形成を図る。 

４ Ｄ地区 

周辺市街地環境や防災性に配慮しつつ、神田錦町の核となる拠点を形成する地区として、街区再編に伴う合理的かつ健全な土

地の高度利用を図り、まちの機能更新を牽引するため以下の方針を定める。  

(１) 多様な人々が働き・訪れ・滞在する、地域環境と調和した地域活力のあるまちを目指すための都市機能を導入する。 

(２) 地域の防災性の向上及び憩いや賑わい、地域コミュニティの活性化を促す大規模広場等を形成する。 

(３) 文化交流施設等、地域の賑わい拠点となる開発の誘導を図ることで、まちの特徴である交流・教育等の地域文化を継承し 

発信していく機能を導入する。 

(４) コミュニティが活性化する仕組み及び生活利便機能を導入する。 

(５) 快適な歩行者空間や広場等の連携を図るとともに周辺道路の無電柱化により、歩行者が安心して移動できる歩行者ネット 

ワークを形成する。 

(６) 防災性の向上及び環境負荷の低減に配慮したまちづくりを目指すとともに、日本橋川の水辺環境を向上させる基盤整備に 

より、緑豊かで潤いのある都市空間の創出・街並みの形成を図る。 

(７) Ｄ地区をＤ－１地区及びＤ－２地区に区分し、地区特性に応じた有効な土地利用の促進を図る。 

１) Ｄ－１地区は、幹線道路沿道に快適な歩行者空間を形成し、地域活力の向上を目指す核となる複合交流拠点の形成を図

る。また、神田錦町らしい多様な交流を促進し、賑わいの拠点となる商業・業務・宿泊・文化交流・教育等の多様な都

市機能を誘導するとともに、日本橋川の水辺の賑わい形成に配慮した土地利用を図る。 

２) Ｄ－２地区は、公共公益機能及び多様な人々の活動の場となる大規模広場等を誘導し、建物と広場を一体的に利用する

ことにより神田警察通り沿道の賑わい創出と開放性を備えた土地利用を図る。 



地区施設の整備の方

針 

１ Ａ、Ｂ、Ｃ地区 

既に整備されている道路を基本とし、建築物の壁面の後退によって創出された空地と道路とを一体的に整備することにより、

災害時の安全性を高め、潤いやゆとりある生活空間の形成を図る。 

２ Ｄ地区 

(１) 地区内の円滑な交通処理を図るとともに、安全で快適な歩行者空間を創出するため、区画道路（特別区道千第 495 号）の

拡幅整備を行う。 

(２) 平常時における多様な地域の活動・交流を促進するとともに、災害時には帰宅困難者等の一時避難・滞留場所として受入

れが可能となる地域の防災活動拠点を形成するため広場を整備する。 

１) 神田警察通り沿道には、建物の低層部と一体となった賑わいと憩いの場を創出するため、広場を整備する。 

２) 補助第 96 号線沿道には、日本橋川の環境形成に配慮した潤いのある空間を創出するため、広場を整備する。 

３) 建物低層部の屋上部には、大規模な緑の拠点である皇居や内濠等とまちをつなぐ立体的な緑のネットワークを形成する

とともに、都心の中に憩いと潤いのある空間を創出するため、広場を整備する。 

４) 街区再編に伴い、従前の歩行者空間の機能を確保するため、広場内に歩行者空間を整備する。 

(３) 道路沿道には、歩行者の安全性、快適性、滞在性及び回遊性の向上を図るため、歩道状空地を整備する。 

(４) 千代田通り、補助第 96 号線及び区画道路沿道には、歩行者の休憩等の空間を確保するため、公共空地を整備する。 

(５) 広場間を安全で快適につなぐとともに地区全体の歩行の回遊性向上のため、歩行者通路を整備する。 

建築物等の整備の方針 １ Ａ、Ｂ、Ｃ地区 

(１) 建築物の高さの最高限度と道路に面した建築物の壁面の位置の制限及びその後退部分の工作物の設置の制限を定めて、道

路幅員による建築物の容積率制限を緩和するとともに道路斜線制限を緩和することにより、良好な街並みの形成を図る。 

(２) 住宅等の用途に供する建築物に係る容積率の制限の特例の適用により、都心の居住形態に留意した多様な住宅供給を誘導

し、定住人口の回復と良好な住宅複合市街地の形成を図る。なお、Ｃ地区においては９階以上の階を住宅等に制限する。 

(３) 建替えや既存建物の有効活用等により、建物低層部には賑わいに資する用途を誘導し、歩いて楽しい賑わいがあるまちの

形成を図る。 

２ Ｄ地区 

(１) 神田警察通りや千代田通りに面する建物低層部には、広場と一体的な賑わい機能を誘導する。 

(２) 敷地の細分化の防止と大街区化を図るため、敷地面積の最低限度を定める。 

(３) 歩行者の安全性、快適性、滞在性及び回遊性の向上を図るため、壁面の位置の制限及び壁面後退区域における工作物の設 

置の制限を定める。 

(４) 土地の合理的かつ健全な高度利用及び周辺市街地の環境への配慮のため、建築物の高さの最高限度を定める。 

(５) 災害に強いまちの実現を図るため、帰宅困難者への対応に配慮した防災備蓄倉庫等の整備を誘導する。 

(６) 環境負荷低減を図るため、再生可能エネルギーの有効活用や地域冷暖房施設、高効率な設備機器の導入等、環境に配慮し 



た建築物を誘導する。 

(７) Ｄ－１地区は、地域活力の向上を目指す複合交流拠点にふさわしい多様な都市機能を備えた建築物を誘導する。 

(８) Ｄ－２地区は、周辺の街並みとの調和を図るとともに、神田警察通りに面する建築物の低層部では、広場と一体となった

賑わい形成や開放性に配慮した公共公益施設等を誘導する。 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配

置及び規模 

種別 名称 幅員 延長 面積 備考 

道路 区画道路１号※ 12ｍ 約 190ｍ ― 拡幅 

その他の

公共空地 

広場１－１号 ― ― 約 1,400 ㎡ 

新設（地上１階、地区

東西をつなぐ歩行空

間、昇降施設、ピロテ

ィ、植栽、修景施設を

含む。広場３号に接

続） 

広場１－２号   約 1,260 ㎡ 

新設（地上１階、昇降

施設、ピロティ、植

栽、修景施設、換気

塔、その他換気塔に付

属する工作物を含む。

広場３号に接続） 

広場２号 ― ― 約 730 ㎡ 

新設（地上１階、ピロ

ティ、昇降施設、植

栽、修景施設を含む。

広場４号に接続） 

広場３号 ― ― 約 290 ㎡ 

新設（地上２階（Ｄ－

１地区:約 200 ㎡, Ｄ－

２地区:約 90 ㎡）昇降

施設を含む。広場５号

に接続） 



広場４号 ― ― 約 960 ㎡ 

新設（地上２階、昇降

施設を含む。広場５号

に接続） 

広場５号 ― ― 約 1,850 ㎡ 

新設（地上３階（Ｄ－

１地区:約 1,630 ㎡, Ｄ

－２地区:約 220 ㎡）昇

降施設を含む。） 

公共空地１号 ― ― 約 690 ㎡ 

新設（地上１階、幅員

約４ｍ、ピロティ、植

栽、修景施設を含む。） 

公共空地２号 ― ― 約 440 ㎡ 

新設（地上１階、幅員

約４ｍ、ピロティ、植

栽、修景施設を含む。） 

歩行者通路１号 ６ｍ 約 70ｍ ― 新設（屋内外） 

歩行者通路２号 ２ｍ 約 150ｍ ― 

新設（広場３号・４号

と同一レベル、屋内、

昇降施設を含む。） 

歩行者通路３号 ２ｍ 約 55ｍ ― 

新設（広場５号と同一

レベル、屋内、昇降施

設を含む。） 

歩道状空地１号 ３ｍ 約 105ｍ ― 
新設（植栽、修景施

設、ベンチを含む。） 

歩道状空地２号 ３ｍ 約 105ｍ ― 

新設（植栽、修景施

設、ベンチ、駐車場出

入口を含む。） 

歩道状空地３号 ３ｍ 約 125ｍ ― 
新設（植栽、修景施

設、ベンチを含む。） 

歩道状空地４号 ３ｍ 約 185ｍ ― 

新設（植栽、修景施

設、ベンチ、駐車場出

入口を含む。） 



 建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 
名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

Ｄ地区 

Ｄ－１地区 Ｄ－２地区 

面積 約 1.1 ha 約 4.2 ha 約 5.0 ha 約 1.9 ha 約 0.6 ha 

建築物等の用途

の制限※ 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第６項各号に掲げる店舗型性風俗特殊

営業及び同条第９項に規定する店舗型電話異性紹

介営業の用に供する建築物は建築してはならな

い。 

２ 共同住宅（高齢者、障害者等の円滑な使用に配

慮した構造・設備等を有するもの及び入居者が生

活上の指導又は援助等を受けながら共同生活を営

む住戸を除く。）の用に供する部分の住戸の数が

10 以上、かつ、当該建築物の階数が４以上で次の

各号に掲げる建築物は建築してはならない。ただ

し、区長が敷地の形態上、土地利用上やむを得な

いと認めた建築物についてはこの限りではない。 

(１)１の住戸の床面積が 30 ㎡を超えるものの床面

積の合計が、当該建築物における住宅の用途に供

する部分の床面積（共用の廊下又は階段の用に供

する部分の床面積を除く。以下この項において

「住宅用途床面積」という。）の合計の３分の２

未満となるもの。 

(２)１の住戸の床面積が 40 ㎡以上のものの床面積

の合計が、住宅用途床面積の合計の３分の１未満

となるもの。 

１ 風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律第

２条第６項各号に掲げる店舗

型性風俗特殊営業及び同条第

９項に規定する店舗型電話異

性紹介営業の用に供する建築

物は建築してはならない。 

２ 建築物の９階以上の部分

については、住宅、共同住

宅、寄宿舎、下宿、老人ホー

ム、その他これらに類する建

築物（以下「住宅等」とい

う。）以外の用途に供するも

のを建築してはならない。ま

た、住宅等からその他の用途

に変更してはならない。ただ

し、良好な居住環境形成の妨

げとならない学校等の施設

で、区長が認めたものはこの

限りではない。 

３ 共同住宅（高齢者、障害

者等の円滑な使用に配慮した

構造・設備等を有するもの及

び入居者が生活上の指導又は

援助等を受けながら共同生活 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第２条第６項各号に掲げる店舗型性風俗

特殊営業及び同条第９項に規定する店舗型電話

異性紹介営業の用に供する建築物は建築しては

ならない。 



    を営む住戸を除く。）の用に 

供する部分の住戸の数が10以

上、かつ、当該建築物の階数

が４以上で次の各号に掲げる

建築物は建築してはならな

い。ただし、区長が敷地の形

態上、土地利用上やむを得な

いと認めた建築物については

この限りではない。 

(１)１の住戸の床面積が30㎡

を超えるものの床面積の合計

が、当該建築物における住宅

の用途に供する部分の床面積

（共用の廊下又は階段の用に

供する部分の床面積を除く。

以下この項において「住宅用

途床面積」という。）の合計

の３分の２未満となるもの。 

(２)１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものの床面積の合計

が、住宅用途床面積の合計の

３分の１未満となるもの。 

 

 建築物の容積率

の最高限度※ 

１ 壁面の位置の制限が

定められている敷地にお

ける建築物の容積率の最

高限度は、10 分の 80 又

は前面道路（前面道路が

１ 壁面の位置の制限が

定められている敷地にお

ける建築物の容積率の最

高限度は、10 分の 70 又

は前面道路（前面道路が

１ 壁面の位置の制限が定め

られている敷地における建築

物の容積率の最高限度は、10

分の 60 又は前面道路（前面

道路が２以上あるときは、そ

  



２以上あるときは、その

幅員が最大のものとす

る。）の幅員が 12 メート

ル未満の場合はその幅員

のメートルの数値に 10

分の６を乗じて得た数値

のうちいずれか小さい方

の数値（以下「基準容積

率」という。）に 10 分の

12 を加えた数値（10 分

の 80 を上限とする。）と

する。 

２ 壁面の位置の制限が

定められていない敷地及

び壁面の位置の制限の第

３項の適用を受ける建築

物の敷地における建築物

の容積率の最高限度は基

準容積率とする。 

３ 第１項における基準

容積率を超える部分につ

いては、住宅、共同住宅

（１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものに限る。）、

寄宿舎、下宿、老人ホー

ム、その他これらに類す

る建築物の用途に供する

ものとする。 

４ 建築基準法第 59 条の

２第１項を適用する建築

２以上あるときは、その

幅員が最大のものとす

る。）の幅員のメートル

の数値に 10 分の６を乗

じて得た数値のうちいず

れか小さい方の数値（以

下「基準容積率」とい

う。）に 10 分の 12 を加

えた数値（10 分の 70 を

上限とする。）とする。 

２ 壁面の位置の制限が

定められていない敷地及

び壁面の位置の制限の第

３項の適用を受ける建築

物の敷地における建築物

の容積率の最高限度は基

準容積率とする。 

３ 第１項における基準

容積率を超える部分につ

いては、住宅、共同住宅

（１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものに限

る。）、寄宿舎、下宿、

老人ホーム、その他これ

らに類する建築物の用途

に供するものとする。 

４ 建築基準法第 59 条の

２第１項を適用する建築

物については前３項は適

用しない。 

の幅員が最大のものとす

る。）の幅員のメートルの数

値に 10 分の６を乗じて得た

数値のうちいずれか小さい方

の数値（以下「基準容積率」

という。）が 10 分の 60 の場

合にあっては基準容積率に

10 分の 10 を加えた数値と

し、10 分の 60 未満の場合に

あっては基準容積率に 10 分

の 12 を加えた数値（10 分の

70 を上限とする。）とす

る。 

２ 壁面の位置の制限が定め

られていない敷地及び壁面の

位置の制限の第３項の適用を

受ける建築物の敷地における

建築物の容積率の最高限度は

基準容積率とする。 

３ 第１項における基準容積

率を超える部分については、

住宅、共同住宅（１の住戸の

床面積が40㎡以上のものに限

る。）、寄宿舎、下宿、老人

ホーム、その他これらに類す

る建築物の用途に供するもの

とする。 

４ 建築基準法第 59 条の２第

１項を適用する建築物につい

ては前３項は適用しない。 



物については前３項は適

用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の容積率

の最低限度 

  10 分の 16 とする。 

ただし、次の各号の一に

該当するものはこの限りで

はない。 

（１）倉庫、作業場、自動

車車庫、自動車修理工場、

荷貨物集配所、ガソリンス

タンド、日用品の販売を主

たる目的とする店舗 

（２）神社、寺院、教会そ

の他これらに類するもの 

（３）巡査派出所、公衆便

所その他これらに類する公

益上必要なもの 

  

建築物の敷地面積

の最低限度 

50 ㎡とする。 

ただし、地区計画の決定の告示日において、現に建築物の敷地として使用され

ている 50 ㎡未満の土地又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の

敷地として使用する 50 ㎡未満の土地について、その全部を一の敷地として使用

する場合は、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とする。 

5,000 ㎡とする。 

 

1,000 ㎡とする。 

 

壁面の位置の制限 

 

 

 

 

 

 

 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）は、計画図３に

示す壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。 

２ 複数の道路に面する建築物の敷地にあっては、次の各号によるものとする。 

(１)壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路に面する部分について第１項

を適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定められた道路に面する部分につ

いては、道路面からの高さが６ｍを超える部分における建築物の外壁等の面

から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが６ｍ以下

の部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上と

する。 

(２)壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図３に示す壁

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図３

に示す壁面の位置の制限を超えて建築してはな

らない。 

ただし、歩行者の快適性や安全性を高めるため

の階段、スロープその他これらに類するもの

で、壁面後退区域における歩行者の交通に配慮

したものはこの限りではない。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 面後退優先道路に面する場合は、その部分について第１項を適用し、それ以

外の壁面の位置の制限が定められた道路に面する部分については、道路面か

らの高さが６ｍを超える部分における建築物の外壁等の面から道路境界線ま

での距離を 0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが６ｍ以下の部分における建

築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(３)壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図３に示す壁

面後退優先道路に面しない場合は、任意の一方向の道路に面する部分につい

て第１項を適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定められた道路に面する

部分については、道路面からの高さが６ｍを超える部分における建築物の外

壁等の面から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが

６ｍ以下の部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１

ｍ以上とする。 

(４)本郷通り、補助第 96 号線及び白山通りに面する敷地で、かつ壁面の位置の制

限が定められている場合は、その部分について道路面からの高さ６ｍ以下の

部分の建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(５)壁面の位置の制限が定められている敷地で、かつ現に存する建築基準法第 42

条第２項に定める道路（以下「２項道路」という。）に面する場合は、壁面の

位置の制限が定められている道路に面する部分について第１項を適用し、２

項道路に面する部分については、建築物の外壁等の面から道路境界線までの

距離を 0.5ｍ以上とする。 

３ 前２項による制限は、次の各号に掲げる建築物及び建築物の部分については

適用しない。 

(１)神田警察通り、千代田通り（以下「広幅員道路」という。）に面した敷地面積

が 100 ㎡以下の建築物の敷地で、区長が敷地の形態上やむを得ないと認めた

建築物の広幅員道路に面する建築物の部分及びその他の壁面の位置の制限が

定められている道路に面する建築物の部分で、道路面からの高さが６ｍを超

える建築物の部分 

(２)前号の建築物の他、区長が敷地の形態上、土地利用上やむを得ないと認めた

建築物 

 

 

 

 

壁面後退区域にお

ける工作物の設置

の制限 

 塀、柵、門、広告物、看板等の歩行者の交通の妨げとなるような工作物を設置

してはならない。 

ただし、道路面からの高さが６ｍを超える部分はこの限りではない。 

塀、柵、門、広告物、看板等の歩行者の交通

の妨げとなるような工作物を設置してはならな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当し、歩 



    行者の交通に配慮したものはこの限りではな

い。 

(１) 花壇、植栽帯、ベンチその他これらに類す

るもの 

(２) 歩行者の安全上設ける塀、柵その他これら

に類するもの 

(３) 公共の利便に供する案内板その他これら

に類するもの 

(４) 道路境界線から３ｍを超える部分に設 

け、賑わい創出に寄与し容易に移動でき 

るもの（テーブル、イス、日除け傘等） 

建築物の高さの最

高限度 

１ 建築物の高さ（階段

室その他これに類する建

築物の屋上部分の水平投

影面積の合計が当該建築

物の建築面積の８分の１

以内の場合においては、

その部分の高さを 12ｍ

までは当該建築物の高さ

に算入しない。）の最高

限度は 45ｍとする。 

２ 建築基準法第 59 条の

２第１項の適用を受ける

ものについては、前項は

適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段室その他これに類する建築物

の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築

面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高

さを12ｍまでは当該建築物の高さに算入しない。）の

最高限度は40ｍとする。 

２ 建築基準法第 59 条の２第１項の適用を受けるも

のについては、前項は適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段室その他これに類する

建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該

建築物の建築面積の８分の１以内の場合におい

ては、その部分の高さを 12ｍまでは当該建築物

の高さに算入しない。）の最高限度は 180ｍとす

る。（建築物の高さは T.P.＋5.2ｍからの高さに

よる。）  

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 広告物・看板等で、刺激的な色彩又は装飾を用いること等により、美観風致を損ねるものは設置してはならない。 

２ 建築物等の形態及び意匠については、良好な都市景観の形成に資するものとする。 

 （※は知事協議事項） 

「地区計画の区域、地区整備計画の区域、地区施設の配置、地区の区分及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 

理由：神田錦町の核となる拠点の整備を推進するとともに、当該拠点と周辺市街地が連携したウォーカブルなまちづくり、活力・賑わいを創出する都市機能の 

導入、日本橋川の水辺環境を向上させる都市基盤の整備、環境負荷の低減、防災対応力の強化等を図るため、地区計画を変更する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1 地形図を利用して作成したものである。（承認番号）７都市基交測第１５６号。 
都市計画道路の計画線は、東京都縮尺 2,500 分の 1 都市計画道路網図を使用したものである。（承認番号）８都市基街都第１５０号、令和８年８月４日。無断複製を禁ずる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1 地形図を利用して作成したものである。（承認番号）７都市基交測第１５６号。 
都市計画道路の計画線は、東京都縮尺 2,500 分の 1 都市計画道路網図を使用したものである。（承認番号）８都市基街都第１５０号、令和８年８月４日。無断複製を禁ずる。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500 分の 1 地形図を利用して作成したものである。（承認番号）７都市基交測第１５６号。 
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（案） 

変更概要                                                                       （注）下線は変更箇所を示す。 

名称 神田錦町南部地区地区計画 

 旧 新 

位置※ 千代田区神田錦町一丁目、神田錦町二丁目及び神田錦町三丁目各地内 

面積※ 約 12.8ha 

地区計画の目標 神田錦町南部地区は、千代田区の中央に位置する皇居や業務機能の集積する大手町の北側に位置し、

商業・業務機能と居住機能が共存した複合市街地を形成してきた。 

しかしながら、近年の業務床需要の増大や地価の変動、大手町に近接する立地条件等によって業務地

化が進行し、地区の居住人口の減少は著しいものとなっている。 

そこで、健全な都市の発展に向け、既に業務ビルの建ち並ぶ大通り沿道では適正な業務機能の維持、

その内側に位置する街区では土地の適正かつ有効・高度利用による快適で魅力ある居住機能の確保・回

復によって、住宅と業務施設が調和した複合市街地の形成を図る。 

また、道路と一体となった空間を確保することで、ゆとりある都市空間の創出を目指す。 

 

神田錦町南部地区は、千代田区の中央に位置する皇居や業務機能の集積する大手町の北側に位置し、飲食系中心の商業

地として賑わい、下町らしさの残る東部地域や、業務や文教施設が集積し歴史的建造物等多くの地域資源を有する西部地

域など特色ある街並みを形成している。一方で本地区は、狭小敷地での集合住宅への建替えによる単身世帯の大幅な増

加、企業の移転によるまちの活力低下、細街路で区分された街区における建物の老朽化の進行、駐車場整備による賑わい

の連続性の喪失などまちづくりの課題を抱えている。 

「千代田区都市計画マスタープラン（令和３年５月）」では、中高層の複合市街地として、住宅と商業・業務施設や教

育施設とが調和し、落ち着きある環境の中でも、活発な交流とコミュニティを育むまちをつくることが示されている。 

「神田警察通り沿道賑わいガイドライン（平成 25 年３月）」では、「文化・交流ゾーン」に位置付けられ、神田警察通

りと広場とが一体となった開放的な沿道空間の形成、道路・公開空地・沿道建物が一体となった祝祭空間の形成及び周辺

環境やまちの価値向上に寄与する機能の導入が示されている。 

「神田警察通り周辺まちづくり方針（令和６年１月）」では、多様な価値創造・連携拠点に位置付けられ、多様な機能

からなる複合・交流拠点の形成や都市活動の場となる広場の創出、拠点と拠点をつなぐ歩行者動線と沿道環境の整備、ラ

イフスタイルにあわせた多様な住宅の整備が示されている。 

「神田錦町南部地区まちづくりガイドライン（令和７年９月）」では、まちづくりアクションとして、神田錦町の核と

なる拠点の形成、地域の中心となる大規模広場の創出、まちをつなぎ回遊性を高めるウォーカブルなまちづくり及び環境

への配慮や防災性の高いまちづくりが示されている。それに加えて、公共施設の整備、個別更新（リノベーションを含

む。）、拠点整備など、個別エリアで完結することなく、官民連携のまちづくりを推進し、子育て世帯、高齢者、単身者、

若年層など、多様な人々が快適に暮らし、交流し、地域に根ざして生活できる持続可能な環境の形成を図ることが示され

ている。 

このような地区の特性及び課題並びに上位計画での位置付けを踏まえ、本地区では次に掲げる事項を地区計画の目標と

するとともに、街区再編や大街区化により神田錦町の核となる拠点を形成する地区では、拠点と周辺市街地が連携したウ

ォーカブルなまちづくり、活力・賑わいを創出する都市機能の導入、日本橋川の水辺環境を向上させる都市基盤の整備、

環境負荷の低減及び防災対応力の強化を図る。 

１ 多様な人々が働き・訪れ・滞在する、地域環境と調和した地域活力のあるまち 

２ 人々の憩いや賑わい、防災活動、地域コミュニティ等の様々な活動ができる大規模広場のあるまち 

３ まちの特徴である交流・学び・祭礼等の地域文化を継承し発信していく機能のあるまち 

４ コミュニティが活性化する仕組みや暮らしやすい居住機能、生活利便機能のあるまち 

５ 周辺に足をのばしてみたくなるような、歩いて楽しい歩行者空間や低層部に賑わいがあるまち 

６ 防災機能を備え安全安心で環境にやさしく自然を身近に感じられるまち  

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 本地区を指定容積率の指定区分にそって３つの地区に区分し、それぞれの特性に応じて適正かつ有効

な土地利用の促進を図る。 

(Ａ地区) 幹線道路沿道として、住宅を誘導する地区における居住環境に配慮した、高層の商業・業

務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

(Ｂ地区) 幹線道路沿道として、住宅を誘導する地区における居住環境に配慮した、中・高層の商業・

業務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

(Ｃ地区) 幹線道路沿道の内側の街区として、居住機能の確保・回復に向けて、住宅を誘導し、 住宅

と商業・業務施設が共存・調和した中高層の複合市街地の形成を図る。 

本地区を四つの地区に区分し、地区特性に応じた土地利用の方針を定める。 

１ Ａ地区 

幹線道路沿道として、建替えや既存建物の有効活用等による賑わい機能の誘導を図るとともに、住宅を誘導する地区

における居住環境に配慮した、高層の商業・業務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

２ Ｂ地区 

幹線道路沿道として、建替えや既存建物の有効活用等による賑わい機能の誘導を図るとともに、住宅を誘導する地区

における居住環境に配慮した、中・高層の商業・業務を主体とした複合市街地の形成を図る。 

３ Ｃ地区 

幹線道路沿道の内側の地区として、居住機能の確保・回復に向けた住宅の誘導、建替えや既存建物の有効活用等によ

る賑わい機能の誘導を図ることにより、住宅と商業・業務施設が共存・調和した中高層の複合市街地の形成を図る。 

４ Ｄ地区 

周辺市街地環境や防災性に配慮しつつ、神田錦町の核となる拠点を形成する地区として、街区再編に伴う合理的かつ 

健全な土地の高度利用を図り、まちの機能更新を牽引するため以下の方針を定める。 



(１) 多様な人々が働き・訪れ・滞在する、地域環境と調和した地域活力のあるまちを目指すための都市機能を導入する。 

(２) 地域の防災性の向上及び憩いや賑わい、地域コミュニティの活性化を促す大規模広場等を形成する。 

(３) 文化交流施設等、地域の賑わい拠点となる開発の誘導を図ることで、まちの特徴である交流・教育等の地域文化を 

継承し発信していく機能を導入する。 

(４) コミュニティが活性化する仕組み及び生活利便機能を導入する。 

(５) 快適な歩行者空間や広場等の連携を図るとともに周辺道路の無電柱化により、歩行者が安心して移動できる歩行者 

ネットワークを形成する。 

(６) 防災性の向上及び環境負荷の低減に配慮したまちづくりを目指すとともに、日本橋川の水辺環境を向上させる基盤 

整備により、緑豊かで潤いのある都市空間の創出・街並みの形成を図る。 

(７) Ｄ地区をＤ－１地区及びＤ－２地区に区分し、地区特性に応じた有効な土地利用の促進を図る。 

１) Ｄ－１地区は、幹線道路沿道に快適な歩行者空間を形成し、地域活力の向上を目指す核となる複合交流拠点の形

成を図る。また、神田錦町らしい多様な交流を促進し、賑わいの拠点となる商業・業務・宿泊・文化交流・教育

等の多様な都市機能を誘導するとともに、日本橋川の水辺の賑わい形成に配慮した土地利用を図る。 

２) Ｄ－２地区は、公共公益機能及び多様な人々の活動の場となる大規模広場等を誘導し、建物と広場を一体的に利 

用することにより神田警察通り沿道の賑わい創出と開放性を備えた土地利用を図る。 

地区施設の 

整備の方針 

建築物の壁面の後退によって創出された空地と道路を一体的に整備することにより、災害時の安全性

を高め、潤いやゆとりのある生活空間の形成を図る。 

 

１ Ａ、Ｂ、Ｃ地区 

既に整備されている道路を基本とし、建築物の壁面の後退によって創出された空地と道路とを一体的に整備すること

により、災害時の安全性を高め、潤いやゆとりある生活空間の形成を図る。 

２ Ｄ地区 

(１) 地区内の円滑な交通処理を図るとともに、安全で快適な歩行者空間を創出するため、区画道路（特別区道千第 495 

号）の拡幅整備を行う。 

(２) 平常時における多様な地域の活動・交流を促進するとともに、災害時には帰宅困難者等の一時避難・滞留場所とし 

て受入れが可能となる地域の防災活動拠点を形成するため広場を整備する。 

１) 神田警察通り沿道には、建物の低層部と一体となった賑わいと憩いの場を創出するため、広場を整備する。 

２) 補助第 96 号線沿道には、日本橋川の環境形成に配慮した潤いのある空間を創出するため、広場を整備する。 

３) 建物低層部の屋上部には、大規模な緑の拠点である皇居や内濠等とまちをつなぐ立体的な緑のネットワークを形 

成するとともに、都心の中に憩いと潤いのある空間を創出するため、広場を整備する。 

４) 街区再編に伴い、従前の歩行者空間の機能を確保するため、広場内に歩行者空間を整備する。 

(３) 道路沿道には、歩行者の安全性、快適性、滞在性及び回遊性の向上を図るため、歩道状空地を整備する。 

(４) 千代田通り、補助第 96 号線及び区画道路沿道には、歩行者の休憩等の空間を確保するため、公共空地を整備する。 

(５) 広場間を安全で快適につなぐとともに地区全体の歩行の回遊性向上のため、歩行者通路を整備する。 

建築物等の 

整備の方針 

整った良好な街並みの形成と定住人口の回復を図るため、 次の建築物等の整備の方針を定める。 

１ 建築物の高さの最高限度と道路に面した建築物の壁面の位置の制限及びその後退部分の工作物の設

置の制限を定めて、道路幅員による建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の制限を緩和するととも

に道路斜線制限を緩和することにより、良好な街並みの形成を図る。 

２ 住宅等の用途に供する建築物に係る容積率の制限の特例の適用及び９階以上の階を住宅等に制限す

るとともに、都心の居住形態に留意した多様な住宅供給を誘導し、定住人口の回復と良好な住宅複合市

街地の形成を図る。 

１ Ａ、Ｂ、Ｃ地区 

(１) 建築物の高さの最高限度と道路に面した建築物の壁面の位置の制限及びその後退部分の工作物の設置の制限を定め

て、道路幅員による建築物の容積率制限を緩和するとともに道路斜線制限を緩和することにより、良好な街並みの

形成を図る。 

(２) 住宅等の用途に供する建築物に係る容積率の制限の特例の適用により、都心の居住形態に留意した多様な住宅供給

を誘導し、定住人口の回復と良好な住宅複合市街地の形成を図る。なお、Ｃ地区においては９階以上の階を住宅

等に制限する。 

(３) 建替えや既存建物の有効活用等により、建物低層部には賑わいに資する用途を誘導し、歩いて楽しい賑わいがある

まちの形成を図る。 

２ Ｄ地区 

(１) 神田警察通りや千代田通りに面する建物低層部には、広場と一体的な賑わい機能を誘導する。 

(２) 敷地の細分化の防止と大街区化を図るため、敷地面積の最低限度を定める。 

(３) 歩行者の安全性、快適性、滞在性及び回遊性の向上を図るため、壁面の位置の制限及び壁面後退区域における工作 

物の設置の制限を定める。 

(４) 土地の合理的かつ健全な高度利用及び周辺市街地の環境への配慮のため、建築物の高さの最高限度を定める。 

(５) 災害に強いまちの実現を図るため、帰宅困難者への対応に配慮した防災備蓄倉庫等の整備を誘導する。 

(６) 環境負荷低減を図るため、再生可能エネルギーの有効活用や地域冷暖房施設、高効率な設備機器の導入等、環境に 

配慮した建築物を誘導する。 

(７) Ｄ－１地区は、地域活力の向上を目指す複合交流拠点にふさわしい多様な都市機能を備えた建築物を誘導する。 

(８) Ｄ－２地区は、周辺の街並みとの調和を図るとともに、神田警察通りに面する建築物の低層部では、広場と一体と 



なった賑わい形成や開放性に配慮した公共公益施設等を誘導する。 

 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置 

及び規模 

 

 種別 名称 幅員 延長 面積 備考 

道
路 

区画道路１号※ 12ｍ 約 190ｍ ― 拡幅 

そ
の
他
の
公
共
空
地 

広場１－１号 ― ― 約 1,400 ㎡ 

新設（地上１階、地区東西をつなぐ歩行空間、昇

降施設、ピロティ、植栽、修景施設を含む。広場

３号に接続） 

広場１－２号 ― ― 約 1,260 ㎡ 

新設（地上１階、昇降施設、ピロティ、植栽、修

景施設、換気塔、その他換気塔に付属する工作

物を含む。広場３号に接続） 

広場２号 ― ― 約 730 ㎡ 
新設（地上１階、ピロティ、昇降施設、植栽、修

景施設を含む。広場４号に接続） 

広場３号 ― ― 約 290 ㎡ 

新設（地上２階（Ｄ－１地区:約 200 ㎡, Ｄ－２

地区:約 90 ㎡）昇降施設を含む。広場５号に接

続） 

広場４号 ― ― 約 960 ㎡ 
新設（地上２階、昇降施設を含む。広場５号に接

続） 

広場５号 ― ― 約 1,850 ㎡ 
新設（地上３階（Ｄ－１地区:約 1,630 ㎡, Ｄ－

２地区:約 220 ㎡）昇降施設を含む。） 

公共空地１号 ― ― 約 690 ㎡ 
新設（地上１階、幅員約４ｍ、ピロティ、植栽、

修景施設を含む。） 

公共空地２号 ― ― 約 440 ㎡ 
新設（地上１階、幅員約４ｍ、ピロティ、植栽、

修景施設を含む。） 

歩行者通路１号 ６ｍ 約 70ｍ ― 新設（屋内外） 

歩行者通路２号 ２ｍ 約 150ｍ ― 
新設（広場３号・４号と同一レベル、屋内、昇降

施設を含む。） 

歩行者通路３号 ２ｍ 約 55ｍ ― 
新設（広場５号と同一レベル、屋内、昇降施設を

含む。） 

歩道状空地１号 ３ｍ 約 105ｍ ― 新設（植栽、修景施設、ベンチを含む。） 

歩道状空地２号 ３ｍ 約 105ｍ ― 
新設（植栽、修景施設、ベンチ、駐車場出入口を

含む。） 

歩道状空地３号 ３ｍ 約 125ｍ ― 新設（植栽、修景施設、ベンチを含む。） 

歩道状空地４号 ３ｍ 約 185ｍ ― 
新設（植栽、修景施設、ベンチ、駐車場出入口を

含む。） 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区

の 

区分 

名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 
Ｄ地区 

Ｄ－１地区 Ｄ－２地区 

面積 約 1.1 ha 約 4.8 ha 約 6.9 ha 約 1.1 ha 約 4.2 ha 約 5.0 ha 約 1.9 ha 約 0.6 ha 

建築物等 

の用途の 

制限※ 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項

各号に掲げる店舗型性風俗特殊営業及び同条第９項に規定する店舗型

電話異性紹介営業の用に供する建築物は建築してはならない。 

２ 共同住宅（高齢者、障害者等の円滑な使用に配慮した構造・設備

等を有するもの及び入居者が生活上の指導又は援助等を受けながら共

同生活を営む住戸を除く。）の用に供する部分の住戸の数が 10 以

上、かつ、当該建築物の階数が４以上で次の各号に掲げる建築物は建

築してはならない。ただし、区長が敷地の形態上、土地利用上やむを

得ないと認めた建築物についてはこの限りではない。 

(１) １の住戸の床面積が 30 ㎡を超えるものの床面積の合計が、当該 

１ 風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する法律第２条第６

項各号に掲げる店舗型性風俗特殊

営業及び同条第９項に規定する店

舗型電話異性紹介営業の用に供す

る建築物は建築してはならない。 

２ 建築物の９階以上の部分につ

いては、住宅、共同住宅、寄宿

舎、下宿、老人ホーム、その他こ

れらに類する建築物（以下「住宅 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律第２条第６項各号に掲げる店舗型性風

俗特殊営業及び同条第９項に規定する店舗型電

話異性紹介営業の用に供する建築物は建築して

はならない。 

２ 共同住宅（高齢者、障害者等の円滑な使用

に配慮した構造・設備等を有するもの及び入居

者が生活上の指導又は援助等を受けながら共同

生活を営む住戸を除く。）の用に供する部分の

住戸の数が 10 以上、かつ、当該建築物の階数 

１ 風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に

関する法律第２条第６

項各号に掲げる店舗型

性風俗特殊営業及び同

条第９項に規定する店

舗型電話異性紹介営業

の用に供する建築物は

建築してはならない。 

２ 建築物の９階以上 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第６項各号に掲げる店舗型

性風俗特殊営業及び同条第９項に規定する店

舗型電話異性紹介営業の用に供する建築物は

建築してはならない。 



建築物における住宅の用途に供する部分の床面積（共用の廊下又は階

段の用に供する部分の床面積を除く。以下この項において「住宅用途

床面積」という。）の合計の３分の２未満となるもの。 

(２) １の住戸の床面積が 40 ㎡以上のものの床面積の合計が、 住宅

用途床面積の合計の３分の１未満となるもの。 

等」という。）以外の用途に供す

るものを建築してはならない。ま

た、住宅等からその他の用途に変

更してはならない。ただし、良好

な居住環境形成の妨げとならない

学校等の施設で、区長が認めたも

のはこの限りではない。 

３ 共同住宅（高齢者、障害者等

の円滑な使用に配慮した構造・設

備等を有するもの及び入居者が生

活上の指導又は援助等を受けなが

ら共同生活を営む住戸を除く。）

の用に供する部分の住戸の数が 10

以上、かつ、当該建築物の階数が

４以上で次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。ただし、

区長が敷地の形態上、土地利用上

やむを得ないと認めた建築物につ

いてはこの限りではない。 

(１) １の住戸の床面積が 30 ㎡を

超えるものの床面積の合計が、当

該建築物における住宅の用途に供

する部分の床面積（共用の廊下又

は階段の用に供する部分の床面積

を除く。以下この項において「住

宅用途床面積」という。）の合計

の３分の２未満となるもの。 

(２) １の住戸の床面積が 40 ㎡以

上のものの床面積の合計が、住宅

用途床面積の合計の３分の１未満

となるもの。 

が４以上で次の各号に掲げる建築物は建築して

はならない。ただし、区長が敷地の形態上、土

地利用上やむを得ないと認めた建築物について

はこの限りではない。 

(１)１の住戸の床面積が 30 ㎡を超えるものの

床面積の合計が、当該建築物における住宅の用

途に供する部分の床面積（共用の廊下又は階段

の用に供する部分の床面積を除く。以下この項

において「住宅用途床面積」という。）の合計

の３分の２未満となるもの。 

(２)１の住戸の床面積が 40 ㎡以上のものの床

面積の合計が、住宅用途床面積の合計の３分の

１未満となるもの。 

の部分については、住

宅、共同住宅、寄宿

舎、下宿、老人ホー

ム、その他これらに類

する建築物（以下「住

宅等」という。）以外

の用途に供するものを

建築してはならない。

また、住宅等からその

他の用途に変更しては

ならない。ただし、良

好な居住環境形成の妨

げとならない学校等の

施設で、区長が認めた

ものはこの限りではな

い。 

３ 共同住宅（高齢

者、障害者等の円滑な

使用に配慮した構造・

設備等を有するもの及

び入居者が生活上の指

導又は援助等を受けな

がら共同生活を営む住

戸を除く。）の用に供

する部分の住戸の数が

10 以上、かつ、当該

建築物の階数が４以上

で次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。ただし、区長が

敷地の形態上、土地利

用上やむを得ないと認

めた建築物については

この限りではない。 

(１)１の住戸の床面積

が30㎡を超えるものの

床面積の合計が、当該

建築物における住宅の

用途に供する部分の床

面積（共用の廊下又は

階段の用に供する部分

の床面積を除く。以下

この項において「住宅

用途床面積」とい

う。）の合計の３分の

２未満となるもの。 

(２)１の住戸の床面積

が 40 ㎡以上のものの

床面積の合計が、住宅

用途床面積の合計の３



分の１未満となるも

の。 

建築物の容

積率の最高

限度※ 

１ 壁面の位置の制限が定められ

ている敷地における建築物の容積

率の最高限度は、10 分の 80 又は

前面道路（前面道路が二以上ある

ときは、その幅員が最大のものと

する。）の幅員が 12 メートル未

満の場合はその幅員のメートルの

数値に 10 分の６を乗じて得た数

値のうちいずれか小さい方の数値

（以下「基準容積率」という。）

に 10 分の 12 を加えた数値（10 分

の 80 を上限とする。）とする。 

２ 壁面の位置の制限が定められ

ていない敷地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受ける建築物

の敷地における建築物の容積率の

最高限度は基準容積率とする。 

３ 第１項における基準容積率を

超える部分については、住宅、 

共同住宅（１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものに限る。）、寄宿

舎、下宿、老人ホーム、その他こ

れらに類する建築物の用途に供す

るものとする 

４ 建築基準法第 59 条の２第１項

を適用する建築物については前三

項は適用しない。 

１ 壁面の位置の制限が定められ

ている敷地における建築物の容積

率の最高限度は、10 分の 70 又は

前面道路（前面道路が二以上ある

ときは、その幅員が最大のものと

する。）の幅員のメートルの数値

に 10 分の６を乗じて得た数値の

うちいずれか小さい方の数値（以

下「基準容積率」という。）に 10

分の 12 を加えた数値（10 分の 70

を上限とする。）とする。 

２ 壁面の位置の制限が定められ

ていない敷地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受ける建築物

の敷地における建築物の容積率の

最高限度は基準容積率とする。 

３ 第１項における基準容積率を

超える部分については、住宅、共

同住宅（１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものに限る。）、寄宿

舎、下宿、老人ホーム、その他こ

れらに類する建築物の用途に供す

るものとする。 

４ 建築基準法第 59 条の２第１項

を適用する建築物については前三

項は適用しない。 

 

１ 壁面の位置の制限が定められ

ている敷地における建築物の容積

率の最高限度は、10 分の 60 又は

前面道路（前面道路が二以上ある

ときは、 その幅員が最大のもの

とする。）の幅員のメートルの数

値に 10 分の６を乗じて得た数値

のうちいずれか小さい方の数値

（以下「基準容積率」という。）

が 10 分の 60 の場合にあっては基

準容積率に 10 分の 10 を加えた数

値とし、10 分の 60 未満の場合に

あっては基準容積率に 10 分の 12

を加えた数値（10 分の 70 を上限

とする。）とする。 

２ 壁面の位置の制限が定められ

ていない敷地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受ける建築物

の敷地における建築物の容積率の

最高限度は基準容積率とする。 

３ 第１項における基準容積率を

超える部分については、住宅、 

共同住宅（１の住戸の床面積が 40

㎡以上のものに限る。)、寄宿

舎、下宿、老人ホーム、その他こ

れらに類する建築物の用途に供す

るものとする 

４ 建築基準法第 59 条の２第１項

を適用する建築物については前三

項は適用しない。 

１ 壁面の位置の制限

が定められている敷地

における建築物の容積

率の最高限度は、10

分の 80 又は前面道路

（前面道路が２以上あ

るときは、その幅員が

最大のものとする。）

の幅員が 12 メートル

未満の場合はその幅員

のメートルの数値に

10 分の 6 を乗じて得

た数値のうちいずれか

小さい方の数値（以下

「基準容積率」とい

う。）に 10 分の 12 を

加えた数値（10 分の

80 を上限とする。）と

する。 

２ 壁面の位置の制限

が定められていない敷

地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受

ける建築物の敷地にお

ける建築物の容積率の

最高限度は基準容積率

とする。 

３ 第１項における基

準容積率を超える部分

については、住宅、共

同住宅（１の住戸の床

面積が 40 ㎡以上のも

のに限る。）、寄宿舎、

下宿、老人ホーム、そ

の他これらに類する建

築物の用途に供するも

のとする。 

４ 建築基準法第 59 条

の２第１項を適用する

建築物については前３

項は適用しない。 

１ 壁面の位置の制限

が定められている敷地

における建築物の容積

率の最高限度は、10

分の 70 又は前面道路

（前面道路が２以上あ

るときは、その幅員が

最大のものとする。）

の幅員のメートルの数

値に 10 分の 6 を乗じ

て得た数値のうちいず

れか小さい方の数値

（以下「基準容積率」

という。）に 10 分の

12 を加えた数値（10

分の 70 を上限とす

る。）とする。 

２ 壁面の位置の制限

が定められていない敷

地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受

ける建築物の敷地にお

ける建築物の容積率の

最高限度は基準容積率

とする。 

３ 第１項における基

準容積率を超える部分

については、住宅、共

同住宅（１の住戸の床

面積が 40 ㎡以上のも

のに限る。）、寄宿

舎、下宿、老人ホー

ム、その他これらに類

する建築物の用途に供

するものとする。 

４ 建築基準法第 59 条

の２第１項を適用する

建築物については前３

項は適用しない。 

 

 

１ 壁面の位置の制限

が定められている敷地

における建築物の容積

率の最高限度は、10

分の 60 又は前面道路

（前面道路が２以上あ

るときは、その幅員が

最大のものとする。）

の幅員のメートルの数

値に 10 分の 6 を乗じ

て得た数値のうちいず

れか小さい方の数値

（以下「基準容積率」

という。）が 10 分の

60 の場合にあっては

基準容積率に 10 分の

10 を加えた数値と

し、10 分の 60 未満の

場合にあっては基準容

積率に 10 分の 12 を加

えた数値（10 分の 70

を上限とする。）とす

る。 

２ 壁面の位置の制限

が定められていない敷

地及び壁面の位置の制

限の第３項の適用を受

ける建築物の敷地にお

ける建築物の容積率の

最高限度は基準容積率

とする。 

３ 第１項における基

準容積率を超える部分

については、住宅、共

同住宅（１の住戸の床

面積が40㎡以上のもの

に限る。）、寄宿舎、

下宿、老人ホーム、そ

の他これらに類する建

築物の用途に供するも

のとする。 

４ 建築基準法第 59 条

の２第１項を適用する

建築物については前３

項は適用しない。 

  

  建築物の 

容積率の 

最低限度 

  10 分の 16 とする。ただし、

次の各号の一に該当するものは

この限りではない。 

(１) 倉庫、作業場、自動車車

庫、自動車修理工場、荷貨物集 

  10 分の 16 とする。 

ただし、次の各号の

一に該当するものはこ

の限りではない。 

(１) 倉庫、作業場、

  



配所、ガソリンスタンド、日用

品の販売を主たる目的とする店

舗 

(２) 神社、寺院、教会その他こ

れらに類するもの 

(３) 巡査派出所、公衆便所その

他これらに類する公益上必要な

もの 

自動車車庫、自動車修

理工場、荷貨物集配

所、ガソリンスタン

ド、日用品の販売を主

たる目的とする店舗 

(２) 神社、寺院、教

会その他これらに類す

るもの 

(３) 巡査派出所、公

衆便所その他これらに

類する公益上必要なも

の 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

50 ㎡とする。 

ただし、地区計画の決定の告示日において、現に建築物の敷地として使用されている 50 ㎡未満の土地

又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用する 50 ㎡未満の土地について、

その全部を一の敷地として使用する場合は、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とする。 

50 ㎡とする。 

ただし、地区計画の決定の告示日において、現に建築物の敷地として

使用されている 50 ㎡未満の土地又は現に存する所有権その他の権利に

基づいて建築物の敷地として使用する 50 ㎡未満の土地について、その

全部を一の敷地として使用する場合は、当該敷地面積を敷地面積の最低

限度とする。 

5,000 ㎡とする。 

 

1,000 ㎡とする。 

 

壁面の位置 

の制限 

 

１ 計画図２に示す壁面の位置の制限が定められている部分における、建築物の外壁又はこれに代わる

柱（以下「外壁等」という。）の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

２ 複数の道路に面する建築物の敷地にあっては、次の各号によるものとする。 

(１) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路に面する部分について第１項を適用し、それ以外の

壁面の位置の制限が定められた道路に面する部分については、道路面からの高さが６ｍを超える部分に

おける建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが６ｍ以下の

部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(２) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図２に示す壁面後退優先道路に面す

る場合は、その部分について第１項を適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定められた道路に面する

部分については、道路面からの高さが６ｍを超える部分における建築物の外壁等の面から道路境界線ま

での距離を0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが６ｍ以下の部分における建築物の外壁等の面から道路境

界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(３) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図２に示す壁面後退優先道路に面し

ない場合は、任意の一方向の道路に面する部分について第一項を適用し、それ以外の壁面の位置の制限

が定められた道路に面する部分については、道路面からの高さが６ｍを超える部分における建築物の外

壁等の面から道路境界線までの距離を0.5ｍ以上とし、道路面からの高さが６ｍ以下の部分における建築

物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(４) 本郷通り、補助96号線及び白山通りに面する敷地で、かつ壁面の位置の制限が定められている場合

は、その部分について道路面からの高さ６ｍ以下の部分の建築物の外壁等の面から道路境界線までの距

離を１ｍ以上とする。 

(５) 壁面の位置の制限が定められている敷地で、かつ現に存する建築基準法第42条第２項に定める道路 

(以下「２項道路」という。)に面する場合は、壁面の位置の制限が定められている道路に面する部分に

ついて第１項を適用し、２項道路に面する部分については、建築物の外壁等の面から道路境界線までの

距離を0.5ｍ以上とする。 

３ 前二項による制限は、次の各号に掲げる建築物及び建築物の部分については適用しない。 

(１) 神田警察通り、千代田通り（以下「広幅員道路」という。）に面した敷地面積が100㎡以下の建築

物の敷地で、区長が敷地の形態上やむを得ないと認めた建築物の広幅員道路に面する建築物の部分、及

びその他の壁面の位置の制限が定められている道路に面する建築物の部分で、道路面からの高さが６ｍ

を超える建築物の部分 

(２) 前号の建築物の他、区長が敷地の形態上、土地利用上やむを得ないと認めた建築物 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）は、

計画図３に示す壁面の位置の制限を超えて建築してはならない。 

２ 複数の道路に面する建築物の敷地にあっては、次の各号によるもの

とする。 

(１) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路に面する部分につ

いて第１項を適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定められた道路に

面する部分については、道路面からの高さが６ｍを超える部分における

建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以上とし、道路

面からの高さが６ｍ以下の部分における建築物の外壁等の面から道路境

界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(２) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図

３に示す壁面後退優先道路に面する場合は、その部分について第１項を

適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定められた道路に面する部分に

ついては、道路面からの高さが６ｍを超える部分における建築物の外壁

等の面から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以上とし、道路面からの高さ

が６ｍ以下の部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距

離を１ｍ以上とする。 

(３) 壁面の位置の制限が定められた最大幅員の道路が複数で、計画図

３に示す壁面後退優先道路に面しない場合は、任意の一方向の道路に面

する部分について第１項を適用し、それ以外の壁面の位置の制限が定め

られた道路に面する部分については、道路面からの高さが６ｍを超える

部分における建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以

上とし、道路面からの高さが６ｍ以下の部分における建築物の外壁等の

面から道路境界線までの距離を１ｍ以上とする。 

(４) 本郷通り、補助 96 号線及び白山通りに面する敷地で、かつ壁面の

位置の制限が定められている場合は、その部分について道路面からの高

さ６ｍ以下の部分の建築物の外壁等の面から道路境界線までの距離を１

ｍ以上とする。 

(５) 壁面の位置の制限が定められている敷地で、かつ現に存する建築

基準法第 42 条第２項に定める道路（以下「２項道路」という。）に面

する場合は、壁面の位置の制限が定められている道路に面する部分につ

いて第 1 項を適用し、２項道路に面する部分については、建築物の外壁

等の面から道路境界線までの距離を 0.5ｍ以上とする。 

３ 前２項による制限は、次の各号に掲げる建築物及び建築物の部分に

建築物の外壁又はこれに代わる柱は、計画図

３に示す壁面の位置の制限を超えて建築して

はならない。 

ただし、歩行者の快適性や安全性を高めるた

めの階段、スロープその他これらに類するも

ので、壁面後退区域における歩行者の交通に

配慮したものはこの限りではない。 

 



 （※は知事協議事項） 

ついては適用しない。 

(１) 神田警察通り、千代田通り（以下「広幅員道路」という。）に面し

た敷地面積が 100 ㎡以下の建築物の敷地で、区長が敷地の形態上やむを

得ないと認めた建築物の広幅員道路に面する建築物の部分及びその他の

壁面の位置の制限が定められている道路に面する建築物の部分で、道路

面からの高さが６ｍを超える建築物の部分 

(２) 前号の建築物の他、区長が敷地の形態上、土地利用上やむを得な

いと認めた建築物 

  壁面後退 

区域に 

おける 

工作物の 

設置の制限 

 塀、柵、門、広告物、看板等の歩行者の交通の妨げとなるような工作物

を設置してはならない。 

ただし、道路面からの高さが６ｍを超える部分はこの限りではない。 

塀、柵、門、広告物、看板等の歩行者の交

通の妨げとなるような工作物を設置してはな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当

し、歩行者の交通に配慮したものはこの限り

ではない。 

(１) 花壇、植栽帯、ベンチその他これらに類

するもの 

(２) 歩行者の安全上設ける塀、柵その他こ

れらに類するもの 

(３) 公共の利便に供する案内板その他これ

らに類するもの 

(４) 道路境界線から３ｍを超える部分に設

け、賑わい創出に寄与し容易に移動できるも

の（テーブル、イス、日除け傘等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の 

高さの 

最高限度 

１ 建築物の高さ（階段室その他こ

れに類する建築物の屋上部分の水

平投影面積の合計が当該建築物の

建築面積の 8 分の１以内の場合に

おいては、その部分の高さを 12ｍ

までは当該建築物の高さに算入し

ない。）の最高限度は 45ｍとする。 

２ 建築基準法第 59 条の２第１

項の適用を受けるものについて

は、前項は適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段室その他これに類する建築物の屋上部分の

水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合

においては、その部分の高さを 12ｍまでは当該建築物の高さに算入

しない。）の最高限度は 40ｍとする。 

２ 建築基準法第 59 条の２第１項の適用を受けるものについては、

前項は適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段

室その他これに類する

建築物の屋上部分の水

平投影面積の合計が当

該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合に

おいては、その部分の高

さを 12ｍまでは当該建

築物の高さに算入しな

い。）の最高限度は 45ｍ

とする。 

２ 建築基準法第59条の

２第１項の適用を受け

るものについては、前項

は適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段室その他これに類する

建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当

該建築物の建築面積の８分の１以内の場合に

おいては、その部分の高さを12ｍまでは当該

建築物の高さに算入しない。）の最高限度は

40ｍとする。 

２ 建築基準法第 59 条の２第１項の適用を受

けるものについては、前項は適用しない。 

１ 建築物の高さ（階段室その他これに類す

る建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合

においては、その部分の高さを 12ｍまでは

当該建築物の高さに算入しない。）の最高限

度は 180ｍとする。（建築物の高さは T.P.＋

5.2ｍからの高さによる。）  

  建築物等 

の形態又は 

意匠の制限 

１ 広告物・看板等で、刺激的な色彩又は装飾を用いることなどにより、美観風致を損ねるものは設置し

てはならない。 

２ 建築物等の形態及び意匠については、良好な都市景観の形成に資するものとする。 

１ 広告物・看板等で、刺激的な色彩又は装飾を用いること等により、美観風致を損ねるものは設置してはならない。 

２ 建築物等の形態及び意匠については、良好な都市景観の形成に資するものとする。 

  壁面の位置

の制限とし

て定められ

た限度の線

と敷地境界

線との間の

土地の区域

における工

作物の設置

の制限 

塀、柵、門、広告物、看板等の交通の妨げとなるような工作物を設置してはならない。 

ただし、道路面からの高さが６ｍを超える部分はこの限りではない。 

 



都市計画の案の理由書 

 

１ 種類・名称 

 東京都市計画地区計画 

 神田錦町南部地区地区計画（千代田区決定） 

 

２ 理由 

これまで本地区においては、平成12年に地区計画の都市計画を決定、平成16

年に都市計画変更を行い、大通り沿道では適正な業務機能の維持、その内側の

街区では快適で魅力ある居住機能の確保・回復を行うことで、住宅と業務施設

が調和した複合市街地を目指してきた。 

一方、狭小敷地での集合住宅への建替えによる単身世帯の大幅な増加、企業

の移転によるまちの活力低下、細街路で区分された街区における建物の老朽化

の進行、駐車場整備による賑わいの連続性の喪失など様々な課題がある。 

本地区は「千代田区都市計画マスタープラン（令和３年５月改定）」におい

て、中高層の複合市街地として、住宅と商業・業務施設や教育施設が調和し、

活発な交流とコミュニティを育むまちをつくることが示されている。 

また、「神田錦町南部地区まちづくりガイドライン（令和７年９月）」では、

神田錦町の核となる拠点の形成、地域の中心となる大規模広場の創出、まちを

つなぎ回遊性を高めるウォーカブルなまちづくり及び環境への配慮や防災性の

高いまちづくりが示されている。 

こうしたことから、神田錦町の核となる拠点の整備を推進するとともに、当

該拠点と周辺市街地が連携したウォーカブルなまちづくり、活力・賑わいを創

出する都市機能の導入、日本橋川の水辺環境を向上させる都市基盤の整備、環

境負荷の低減、防災対応力の強化等を図るため、千代田区神田錦町一丁目、神

田錦町二丁目及び神田錦町三丁目各地内の区域約12.8ヘクタールに定められた

地区計画を変更するものである。 

 


